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第１章 “こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025 の概要 

 

１．“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025 の考え⽅ 

１．神⼾市⺠の福祉をまもる条例 
神⼾市では、昭和 52 年（1977 年）に全ての市⺠に安定した豊かな⽣活を⽣涯にわたっ

て保障する目的で、「神⼾市⺠の福祉をまもる条例」（以下「市⺠福祉条例」）を制定しま
した。 
 市⺠福祉条例では、福祉は行政のみが提供するものではなく、市⺠・事業者・行政が相
互に主体となり、かつ、⼀体となって取り組むべきものであるという「市⺠福祉」を基本
理念と定めています。 

 
２．“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025 

市はこれまで、市⺠福祉条例に基づいて、市⺠福祉の理念を実現するために、市⺠福祉
総合計画を策定し、市⺠・事業者・行政の連携と役割分担による先駆的取組みを行ってき
ました。計画の進捗と社会環境の変化に合わせて見直しを行ってきており、“こうべ”の市
⺠福祉総合計画 2025（以下「本計画」）は、第 12 次の市⺠福祉総合計画となります。 
 

本計画は市⺠福祉における総合計画として、各分野における重点施策を総合的に推進
していくとともに、市⺠・事業者・行政が地域福祉の推進を目指し、ともに築き上げてい
くための計画でもあります。 

 
 また、本計画は保健福祉分野の総合計画として、第 5 次神⼾市基本計画の「神⼾づくり
の指針」（目標年次：2025 年）及び「神⼾ 2025 ビジョン」（目標年次：2025 年度）とは
相互に連携・補完するものです。 

さらに、⾼齢者保健福祉計画や障がい者保健福祉計画、神⼾っ⼦すこやかプランなどの
分野ごとの計画が策定されており、本計画は、これらの市⺠福祉に関する分野別計画が連
携して、市⺠の課題に対応できるように、分野別計画の理念・目標等を包含するとともに、
これらが相互に連携・補完しあう、総合的な計画という意義があります。 
 

なお、「社会福祉法」は、法律の目的に地域福祉の推進を掲げており、「市⺠福祉条例」
に基づく本計画は、計画の策定と実行を通じて、市⺠・事業者の主体的参画を図り、安心・
信頼できる地域福祉社会の構築を図っていくものであることから、「社会福祉法」に位置
づけられる「市町村地域福祉計画」を兼ねています。 
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○本計画の変遷 
昭和 平成 

52−54 55−57 58−60 61−63 元−３ ４−８ ９−13 
     市⺠福祉復興プラン

（７−９） 
“こうべ”の 

市⺠福祉計画 新・“こうべ”の市⺠福祉計画 “こうべ”の市⺠福祉 
総合計画 

第１次 
３か年 
計画 

第２次 
３か年 
計画 

第３次 
３か年 
計画 

第４次 
３か年 
計画 

第５次 
３か年 
計画 

前期実施
計画 

(弟６次) 

後期実施
計画 

(弟７次) 
 
 
平成 令和 

14−18 19−22 23−27 28−２ ３−７ 
“こうべ”の市⺠福祉 

総合計画 2010 
“こうべ”の
市⺠福祉総
合計画 2015 
（第 10 次） 

“こうべ”の
市⺠福祉総
合計画 2020 
（第 11 次） 

“こうべ”の
市⺠福祉総
合計画 2025 
（第 12 次） 

当初５か年
実施計画 

（第８次） 

後期実施 
計画 

（第９次) 
 地域福祉 

計画 （統合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・神⼾づくりの指針 
・神⼾ 2025 ビジョン 

基本計画 
“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025 

（地域福祉計画を兼ねる） 

連
携
・
補
完 

社会福祉協議会（地域福祉活動計画） 

連
携 

    分 野 ご と の 計 画 
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257 223 207 200 195 185 176 162 151 

1,040 1,006 1,033 1,016 981 922 898 870 832 

169 
193 252 305 354 411 442 458 472 

1,477 1,424 
1,493 1,525 1,544 1,537 1,516 1,490 1,455 

0
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1990年
（H２）

1995年
（H７）

2000年
（H12）

2005年
（H17）

2010年
（H22）

2015年
（H27）

2020年
（R２）

2025年
（R７）

2030年
（R12）

年齢別人⼝の推移（神⼾市）

15歳未満 15〜64歳 65歳以上

（千人）

３．市⺠福祉を取巻く社会情勢の変化 
我が国は、本格的な人⼝減少、超⾼齢社会に突⼊しています。神⼾市においても総人⼝

の減少とともに、⾼齢者人⼝が増加しています。この傾向は今後も続くと見らており、
2030 年には約 32％が 65 歳以上の⾼齢者となる見込みとなっています。⾼齢化とともに
⽣産年齢人⼝の減少傾向も続いており、地域経済、地⽅行政、住環境の安全・安心への影
響やまちの活力低下など地域社会に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 
 また、家族構成などの⽣活様式も変わっており、単身世帯の増加が顕著にみられます。
人と人とのつながりの希薄化が進み、無縁社会と呼ばれる状況が⽣まれるなかで、近隣と
のつながりが保てない⽅や、悩みを打ち明けられずに孤立している⽅、希望する福祉・医
療等のサービスの利用⽅法が分からないといった⽅がいます。こうした無縁社会の拡が
りは、市⺠の孤立を助⻑しセルフネグレクトや孤独死といった課題につながっていく恐
れがあります。 
 また、市⺠意識調査結果からも、約２割の⽅が現在孤独であると感じています。世帯別
では単身世帯がそう感じる割合が⾼く、幸福度合いも低いことが分かります。 
 
 こうしたことからも、⼀人ひとりが社会から排除されずに活躍できる地域共⽣社会を
目指す必要があり、そのためには人と人、人と社会のつながりがこれまで以上に重要です。  

変わりゆく社会の中で、つながりを持ち続けるために、どうあるべきかを考える必要が
あります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※2015 年（H27）までは国勢調査、2020 年以降は神⼾人⼝ビジョン[改訂版]より引用 
※2015 年（H27）までの全市人⼝には年齢不詳を含むため、内訳の合計と⼀致しない 
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0 50 100 150 200 250 300

単独世帯

その他の世帯

夫婦と親

夫婦、⼦どもと親

⼀人親と⼦ども

夫婦のみ

両親と⼦ども

家族類型別世帯数の推移

2015年（平成27年） 2010年（平成22年） 1995年（平成7年）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※国勢調査より 
 
＜市⺠福祉に関する行動・意識調査結果より（R2.3）＞ 
【孤独感について】 
 
 
 
 
 
 
【世帯構成×孤独感】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【主観的幸福感×孤独感】 

（千世帯） 
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2.1 

2.0 

0.0 

2.0 

34.9 

13.7 

16.9 

17.4 

16.0 

12.3 
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27.9 
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38.1 
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27.0 
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24.0 

2.2 

1.9 

0.8 

3.5 

2.0 

0 20 40 60 80 100

単身世帯(n=269)

夫婦二人世帯(n=585)

二世代世帯(n=788)

三世代世帯(n=86)

その他の世帯(n=50)

(%)

常に感じる ときどき感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない 無回答

常に感じる（３％） 

ときどき感じる（18.5％） 

どちらともいえない（11.8％） 

あまり感じない（38.5％） 

全く感じない（26.4％） 

無回答（（1.8％） 
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0.7 

1.4 

4.5 

14.3 

35.0 

8.0 

17.2 

30.6 

44.3 
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5.4 

11.7 

21.0 

10.0 
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11.0 
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0.0 

2.5 

0 20 40 60 80 100

幸福である(n=427)

どちらかと言えば幸福である(n=916)

どちらともいえない(n=291)

どちらかと言えば幸福ではない(n=70)

幸福ではない(n=40)

(%)

常に感じる ときどき感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない 無回答

【孤独感×幸福感】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コラム 
 

「市⺠福祉と SDGｓ」 
 
 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（ 案 ） 

関連するイラストや写真など 
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２．計画の特徴 

１．基本理念 
 「“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025」は、その基本理念を次の通り定めます。 
 

誰もが安⼼して⾃分らしく暮らせる市⺠福祉の実現 

〜みんなでデザインする福祉の輪〜 

 

市⺠⼀⼈ひとりが地域で安全に安⼼して暮らすことができ、「⽀える側」「⽀えられる側」

という従来の関係を超えて、⼈と⼈、⼈と社会がつながり、⼀⼈ひとりが生きがいや役割を

もち、助け合いながら暮らしていくことができる社会の実現を目指します。 

年齢や性別、障がいの有無等に関わらず、全ての市⺠が多様性の理解を広げ、⼈権を尊重

し、互いに関わり合いを持ち、協⼒することが必要です。さらに、市⺠、事業者、専⾨機関、

行政が連携をより深め、ソーシャル・インクルージョンの実現を目指しましょう。 
 

本計画では、市⺠福祉条例の理念に基づき、全ての市⺠の「しあわせ」、「⽣活の質向上」
を追求するため、2025 年を目標年次とし、前計画に続きソーシャル・インクルージョン（社
会的包摂）の実現を目指します。 

ソーシャル・インクルージョンとは、あらゆる人が社会から排除されずに、居場所と役割
を得て、社会の構成員として包み支え合うという考え⽅になります。 

「市⺠福祉条例」には、「市⺠は、サービスを受ける単なる受益者ではなく、⾃ら能動的
に参画・活動していくことで、人々が安心して暮らせる地域づくりが行われる」という「市
⺠福祉」の基本理念が定められています。 

また、人⼝減少が本格化していく中で、いろいろな分野で地域社会の担い手が減少し、ま
た、これまで基礎となってきた地域のつながりが弱くなり、支え合いの力の低下が危惧され
ます。 

そのため、「市⺠福祉」の理念に基づき、市⺠をはじめとした多様な主体が、ソーシャル・
インクルージョンの考えを理解し、相互に連帯（ソリダリティ）を深めていくことがこれま
で以上に必要となってきます。 

市⺠が安心して暮らし、また、将来を担う神⼾のこどもたちが安心して成⻑できるよう、
人と人、人と社会がつながり支え合う社会の実現を目指し、市⺠、事業者、専⾨機関、行政
の連携をより深め、ソーシャル・インクルージョンの実現を目指していきましょう。 
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２．圏域・活動エリア 
市⺠の⽇常⽣活における「地域」については、世代によって、また、何をするかによっ

て、いろいろな範囲が考えられます。 
市⺠福祉を推進していくために、取り組むべき内容ごとに必要かつ効果的な圏域を設

定する必要があるとともに、それぞれの圏域が重層的につながる仕組みが必要です。 
市⺠のつながりを維持・構築するため、こどもから⾼齢者にいたる多世代が地域福祉活

動に参加できるよう、多元的かつ重層的な圏域を次のように分類します。 
圏域の分類にあたり、市⺠の幅広い参加意識を支えるための広域の圏域設定など、選択

的な「活動圏域」も必要といえます。圏域を示すことは必要ですが、範囲外の人を排除す
るということではありません。 

 
圏域 考え⽅・取り組み（⼀例） 

近隣 ⽇常的な交流により、支援が必要な人を把握し、見守りや⽇常の支援を行う
圏域。 

⺠⽣委員や主任児童委員による見守り等が行われています。 
ふれあいの 
まちづくりエリア 
(概 ね 小 学 校 区) 

市⺠相互で困りごとや希望を伝え合い、ともに助け合い、必要に応じて専⾨
機関に円滑につなぐための仕組みを構築していく支え合いの基礎的な圏域。 

ふれあいのまちづくり協議会が結成され、市⺠に身近な地域福祉センターを
はじめとする、地域に根ざしたふれあいのまちづくり事業が行われています。 

⽇常⽣活圏域 
(概 ね 中 学 校 区) 

身近な地域課題を解決するための、専⾨的な窓⼝等が整備されている圏域。 
あんしんすこやかセンター（地域包括支援せンター）が設置され、専⾨的か

つ包括的な相談及びマネジメントを行っています。 
また、地域団体や多職種が連携することにより住み慣れた場所で⾼齢者が住

み続けることが出来るよう地域包括ケアシステムが構築されています。 
区域  個人や地域の複合的な課題を解決する仕組みが整備されている圏域。 

（支援者・団体間のネットワークづくり、顔の見える関係づくり） 
区社会福祉協議会は、地域福祉ネットワーカーや各コーディネーターへ地域

の課題が集まり、各専⾨機関につなげ解決していく仕組みをつくっています。 
区役所・支所にくらし支援窓⼝を設置し、複合的な課題を抱える個人や世帯

への包括的な相談支援体制を構築しています。 
市域 各圏域の特性を考慮しながら、全市的な施策を進める圏域。 

 

 

 

※上記のほかに、NPO や活動団体、医療機関や事業所、障害者支援センター、こども家庭セン
ター、ひきこもり支援室等の多くの専⾨機関があります。 
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第２章 基本理念を実現するために 〜３つの⽅向性〜 

 
 本計画に掲げる基本理念の実現に向け、３つの⽅向性に基づき施策を進めていきます。 
 
 

⽅向性１ 「みんなが参加、福祉の環境づくり」 

 

地域の課題解決には、市⺠⼀⼈ひとりが個性や⼒を発揮でき、多様性の理解を広げ 、互

いに関わり合いを持ち協⼒していくことが重要です。 

市⺠が福祉サービスの受け⼿として参加するだけではなく、誰もが主体となって参画で

きる環境づくりが必要です。 

 

 
〇現状・今後の⽅向性 
 これまでの社会福祉の分野では、属性別や対象者のリスク別の制度が発展し、専⾨的支援
が提供されてきたが、昨今、個人や世帯が抱える問題が多様化し、個別性が⾼いため、これ
までのような属性別の専⾨的支援だけでは対応に苦慮するケースが増えてきています。ま
た、人⼝が減少し、⾼齢化が進む中で地域社会の担い手も減少しています。 
 

「市⺠福祉条例」では、市⺠はサービスを受ける単なる受益者ではなく、⾃ら能動的に参
画・活動していくことが求められており、こうした福祉情勢の流れを踏まえ、誰もが主体と
なって参画していける環境を作っていく必要があります。 

 
地域の担い手が減少するなかでも、「つながり」を求める若者は増えており、テーマ型の

NPO を通じて地域活動に参加する若者が顕在化しています。また、地域の中で⾼齢者の果
たす役割が重要になっており、担い手になろうという気持ちが芽⽣えたときに円滑に参加
できるような仕組みが必要です。あわせて、こうした市⺠の活動が定着するよう、ボランテ
ィア・NPO 団体等への支援や幅広い層の人がボランティア活動に関心を持てるような取組
みが必要となります。 

社会福祉法人による地域社会への貢献、学校施設を拠点とした地域活動、企業の社会的責
任（CSR）の取組みなど、様々な主体による参画も広がってきています。 
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〇具体的な取組み 
・―――――――――――――― 
・――――――――――――――― 
 
 
 
 
 
コラム 
 

「新しい⽣活様式における地域福祉活動」 
 
 
 新型コロナウイルスの感染拡大は、市⺠の交流や見守り、⽣きがいづくりを目的に実施
されてきた地域福祉活動やボランティア活動にも影響を及ぼし、外出⾃粛や人との接触削
減が求められたことにより休止を余儀なくされました。 
 こうした活動に支えられてきた⽅々は社会参加の機会を失くし、閉じこもりがちな⽣活
になってしまうなどの課題が⽣じています。今後、市⺠のくらしが新しい⽣活様式へ移行
していくことに併せて、地域福祉活動等も「with コロナ」に対応した新たな取り組みが求
められています。 
 例えば、これまで訪問により行っていた見守り活動は、電話やインターネット等を用いる
ことで、また、集合形式で行っていた各種講座はオンライン講座で行うなど工夫をしていま
す。 
 コロナ禍においても、ソーシャル・イン
クルージョンの実現のためには、市⺠の参
画・つながりが大事であることは変わりま
せん。変わらないことがある⼀⽅で、変え
ていけることを考え続ける必要がありま
す。新たな⽅法について、柔軟な思考で考
え、取り⼊れていく必要があります。限ら
れた資源のなかで、必要なことを見極めな
がら、市⺠・事業者・行政が連携し取り組
むことが大切となります。 
 
 
 

新しい生活様式における 
地域福祉活動の写真（案） 

（ 案 ） 
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⽅向性２ 「福祉による安⼼できるくらしの提供を」 

 

市⺠⼀⼈ひとりが個性や⼒を発揮でき、助け合いながら暮らしていくためには、市⺠が安

全に安⼼して暮らせることが保障されていなければなりません。 

 また、個⼈や世帯を取り巻く環境の変化により、生きづらさやリスクが多様化・複雑化

している現状においては、⼀⼈ひとりが尊重され、複雑かつ多様な問題を抱えながらも、社

会との多様な関りを基礎として、⾃立的な生活を継続していくことを⽀援していく必要が

あります 。 

そのため、行政は、市⺠の相談を受け⽌め 、市⺠と⽀援者がつながり続ける体制を作る

とともに全てのライフステージを⽀えられる福祉サービスの基盤を整備し、⼀⼈ひとりの

問題に応じた福祉サービスを提供していくことが求められます。 

さらに、少子高齢化などの社会課題や科学技術の進歩などにより、生活環境は変化し続け

ており、これらによって生じる新たな福祉課題に対しても、柔軟に対応していく必要があり

ます。 
 
 
 

〇現状・今後の⽅向性 
福祉に関連する各サービスについては、支援を必要とする人が確実にサービスを受けら

れるよう、神⼾市障がい者保健福祉計画や神⼾市介護保険事業計画・神⼾市⾼齢者保健福祉
計画、神⼾っ⼦すこやかプランなどにより、それぞれの分野での施設整備など基盤整備を進
めてきました。 

 
 しかし、少⼦⾼齢化や核家族の進行、人⼝減少、地域のつながりの希薄化など、地域社会
を取り巻く環境の変化の中で、市⺠の抱える福祉課題も多様化・複雑化しています。そうし
た課題に対しては、関係機関の連携による切れ目のない相談体制と様々な福祉課題に対応
できる包括的な支援体制を整える必要があります。 
 
 そして、市⺠が福祉サービスを利用するために、福祉に関する情報を容易に⼊手できるよ
うにするとともに、専⾨機関への相談⽅法が分からない人、⾃らは相談に行きたくない人、
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本人に課題があると理解に至らない人など、社会的に孤立している人の支援を行うために、
地域に出向き、情報を集めて状況を把握するといった、支援を行う側が早期に、かつ積極的
に接点を見つける努力が求められています。 
 
＜多様性（ダイバーシティ）の理解＞ 
 少⼦・超⾼齢社会を迎えた中で、⽇常的な地域での支えあいや市⺠⼀人ひとりの思いやり
にあふれ、急増する⾼齢者をはじめ、こどもや障がい者、妊産婦、外国人など誰もが暮らし
やすいまちづくりが不可欠であり、相互に人格と個性を尊重し合いながらダイバーシティ
（多様性）を認め合う社会の実現に向けた取組みが求められています。 
 
＜権利擁護・虐待防止＞ 
 誰もが安心して⽣活できる地域⽣活の確保のためには、成年後見制度などの権利擁護や
こども、⾼齢者、障がい者の虐待の防止や配偶者からの暴力の防止が必要です。実態を把握
し、その防止や早期発見、早期対応を図るため、迅速かつ的確に対応できる体制づくりが求
められます。 
 
＜居住の安定確保＞ 
 あわせて、誰もが安全・安心に住まうことができるよう、また、⾃分にあった住まい・住
まい⽅を選択できるよう、⾼齢者等の住宅のバリアフリー化、特性に応じた住まいの確保、
ニーズにあった住まいを選べる住み替えなどの仕組みづくり、⼦育てに適した住宅供給の
支援等に取り組みます。 
 
 ⽣活環境は絶えず変化しており、今後、科学技術の進歩や災害等による変化、また、それ
ぞれの家庭を取り巻く環境も変わってくることが想定されますが、こうした課題に対して
も柔軟に対応していく必要があります。 
 
 
〇具体的な取組み 
・―――――――――――――― 
・――――――――――――――― 
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コラム 
 

「複雑化・多様化する福祉課題」 
 
 

複雑・多様化する福祉課題に対して、神⼾市としてどのように対応しているのか。どの
ような福祉課題が想定され、そうした対象に対しても注力して取り組んでいることを記載。 
（地域福祉ネットワーカーの取組みや引きこもり支援室の創設といったことを想定） 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

関連するイラストや写真など 

（ 案 ） 
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⽅向性３ 「さまざまな⼈が⼿を取り合い 課題解決を目指します」 

 

地域で生活する様々な⼈が、個⼈や世帯が抱える生きづらさやリスクを社会の課題と捉

え、また、これまで経験したことのないような、既存の制度だけでは解決できない地域福祉

課題に対応するために、市⺠・事業者・行政といった地域に関わる様々な主体が繋がる基盤

（福祉プラットフォーム）をもち、お互いに連携を取りながら課題解決へ進んでいける環境

が必要です。 
 

 
 
〇現状・今後の⽅向性 

現在各地域では、ふれあいのまちづくり協議会が地域福祉センターの管理運営や地域の
実情に応じた様々な福祉活動を実施したり、⺠⽣委員が地域の要支援者等の訪問や相談な
ど地域住⺠が安心して暮らせるような支援を行ったり、地域福祉の推進主体として様々な
活動をしています。 
 
 既存の制度・枠組みでは解決できない地域福祉課題については、市⺠・事業者・行政とい
った多様な主体が話し合いや活動を通じて、取り組んでいく必要があります。 

そのためには、区社会福祉協議会をはじめとして⽣活課題を抱える人やその支援に携わ
る人など多様な主体がネットワークを構築した上で、地域福祉課題を解決するための新た
な仕組みや取組みについて協議する場（福祉プラットフォーム）を設ける必要があります。 

 
 さらに複雑化・多様化する地域課題に対応していくためには、区域における多職種・多団
体でつながるネットワークの⼀層の充実が求められています。現在、各区社会福祉協議会に
配置されている地域福祉ネットワーカーは、このネットワークづくりの中心的な役割を期
待されており、地域団体や専⾨機関等との関係づくりや新たな担い手の発掘等、関係者との
ネットワークづくりを行ってきました。これまでに構築した既存のネットワークも⽣かし
ながら、今後も潜在化するニーズの把握や、様々な相談に対応する支援の仕組みづくりが求
められています。 

 
地域課題が複雑化・多様化するなかで、地域で支援を必要とする人を住⺠同⼠で見守り支

え合う地域づくりを目的とした総合的なコミュニティ支援が求められています。支援を必
要とする人を孤独にしないように、また、問題の深刻化を未然に防ぐためにも、身近な居場
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所が必要であり、市⺠・事業者・専⾨機関・行政がそれぞれの役割を再認識しながら、住⺠
同⼠で見守り支え合える地域づくりを進めることが必要です。 
 
 
〇具体的な取組み 
・―――――――――――――― 
・――――――――――――――― 
 
 
 
 
 
 
コラム 

 
「多様な⺠間主体の取組み・連携」 

 
 （イメージ）⺠間事業者や社会福祉法人、NPO がそれぞれ地域課題の解決のためのそれ
ぞれの取組みを進めている。さらに、複雑・多様化する福祉課題の解決のためにそれぞれが
協力・連携して取り組んでいる例として、「ほっとかへんネット」の取組みについての記載
を想定。 
 

 

（ 案 ） 

関連する写真など（スペースが余れば） 
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第３章 計画の検証と評価 

 
１．計画の進行管理 

「“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025」の実施期間である令和３年度から７年度までの５
年間は、地域資源の結集により、市⺠の深刻な課題に向き合い、克服できるよう取り組むと
ともに、次代に展望を見出すため、新しい芽を成⻑させる取組みを行う重要な期間です。 
 地域課題が複雑・多様化するなかで、また、ソーシャル・インクルージョンを実現してい
くためには、市⺠⼀人ひとりの参加が必要となってきます。そのため、計画の進行管理にお
いては、従来の量的指標だけではなく、市⺠の意見といった質的指標についての視点を取り
⼊れながら検証を進めていきたいと考えています。 
 
 
２．検証・評価のイメージ 
 検証・評価については、大きく以下のような⽅向で進めていきます。 
 

① ３つの⽅向性ごとに目標（アウトカム）を想定。 
② 各⽅向性の推進（アウトカムの実現）のための視点を整理 
③ ②に資する事業・取組みの整理と参考指標（アウトプット項目）を整理 
④ ③の指標や市⺠の意見をもとにアウトカムを検証 
⑤ 検証結果より施策の重点化や目標の修正を行う 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
それぞれの⽅向性ごとのイメージは次の通りです。 

基 本 理 念 

⽅向性１ ⽅向性２ ⽅向性３ 

視点① 

アウトカム 

視点② 

視点① 

アウトカム 

視点② 

視点① 

アウトカム 

視点② 
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⽅向性１ 「みんなが参加、福祉の環境づくり」 

 
 ①参加しやすい地域づくり 

  
市⺠が地域づくりに参加できるように、地域での合意形成を図る仕組みづくりや、市
⺠が参加するための健康寿命の延伸といったことに取り組む 
 
（例）・集まりやすい環境づくり（地域福祉センター等） 

・シルバーカレッジや老人クラブ 
・ソーシャルブリッジ、市⺠福祉大学 等 
 

  

 ②参加の継続と定着を促進（活動の⽀援） 

  
市⺠の活動が継続、定着するような支援に取り組む 
 
（例）・参画と推進助成、NPO 支援 等 
 

 

アウトカム 

（量的指標） 
・各事業の参加者や利用者の人数や活動団体数の増加 
 
（質的指標） 
・参加者や利用者が、それらの事業があることを理由に、市⺠福祉が向上する。 
⇒事業課協力のもと、利用者アンケート等により検証 
 

 
 
 
 
 
  

・この⽅向性が市⺠参加の必要性を謳っていることから、 
「参加する」「定着する」という２つの視点で整理 
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⽅向性２ 「福祉による安⼼できるくらしの提供を」 

 
 ①各分野施策を横断化する包括的な総合⽀援体制の整備 

  
福祉サービスや相談窓⼝についての情報を簡単に⼊手できる仕組みづくりおよび多
様化・複雑化する福祉課題への対応 
（例）・くらし支援窓⼝、地域福祉ネットワーカー、ひきこもり支援室 

・権利擁護、障害者差別防止 
・貧困の世代間連鎖の防止（保護、⽣活困窮、こどもの居場所づくり、ひとり

親支援等） 
・就労支援 

  

 ②その⼈らしい暮らしの実現への取組み 

  
これまで孤立していたり、⽣きづらさを感じていた人・世帯の暮らしやすさを向上さ
せる。新たな福祉課題への対応。 
（例）・居場所づくり（サードプレイスの確保） 

・ユニバーサルデザイン 
・「しごと」の確保 
・認知症神⼾モデル 

 

アウトカム 

（量的指標） 
・認知度の上昇 
・これまで孤立していた人、世帯の相談件数の上昇 
（質的指標） 
・サービスの受け手となる市⺠が、支援を受けたことにより、孤独感が減少する。 
・これまで孤立していた市⺠が相談窓⼝につながり、適切なサービス利用につながる。 
⇒ネットワーカーや相談員等からのヒアリング、事例提出等により検証 
 

 
 
  

・多様化・複雑化するあらゆる福祉課題をも取りこぼさずに対応する 
・新たな居場所やつながりを見つけたり、生きがいや役割づくりを目指す 
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⽅向性３ 「さまざまな⼈が⼿を取り合い 課題解決を目指します」 

 
 ①地域活動主体の連携を強化する取組み 

  
市⺠・事業者・行政の連携を強化させる。 
（例）・区社協、地域福祉ネットワーカー（コミュニティソーシャルワーカー） 

・ふれあいのまちづくり協議会 
・ほっとかへんネット 
・⾃立支援協議会、要対協、地域包括ケア等 
・⺠間事業者との連携 
・要援護者支援 

  

 ②地域共生社会の促進（啓発） 

  
市⺠ひとりひとりが地域の⼀員であることを意識できるよう、地域共⽣社会・ソーシ
ャル・インクルージョンの理念を浸透させる取り組み（実際の活動でつながっていな
くても、同じ理念を持つことでつながっている地域） 
（例）・人権啓発事業（マイノリティへの支援も含む） 

・地域でこどもを育む視点 
・SDGs や IT を活用した取り組みの紹介 

 

アウトカム 

（量的指標） 
・各事業の参加者や利用者の人数や活動団体数の増加 
 
（質的指標） 
・参加者や利用者が、それらの事業があることを理由に、市⺠福祉が向上する。 
⇒事業課協力のもと、利用者アンケート等により検証 
 

 
 
 
 

・関係機関の連携強化の視点 
・認識面から、理念や考え⽅の啓発を進める 
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コラム 
 

「人権について」 
 
 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

関連するイラストや写真など 

（ 案 ） 



 
 

資 料 編 

 

１．分野別計画 

（⼀覧表で項目と概要を整理する） 

 

２．策定までの審議・取組み経過 

（時系列で策定までの取組み状況を整理） 

 

３．アンケート結果 

（「市⺠福祉に関する行動・意識調査」の報告を抽出記載） 

 

４．市⺠福祉調査委員会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

資料編として上記の内容を記載予定 



 
 

 

 

 

 

ソーシャル・インクルージョン 

（social inclusion, 社会的包摂）とは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

だれもが⾃分らしく生きることができ、孤立することなく⼀員として包み

込まれ、多様なかたちで⽀え合える社会を作っていこうという理念です。 

そのような皆が共に生きる社会像を、地域共生社会とも呼んでいます。 

“こうべ”の市⺠福祉総合計画 2025 令和〇年〇⽉発行 
発行：神⼾市福祉局政策課 

〒650−8570 神⼾市中央区加納町６丁目５番１号 電話（078）322−5198 
神⼾市広報印刷物登録 令和２年度第***号（広報印刷物規格Ａ−６類） 

※本計画に掲載している写真の転載を禁じます。 
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参考資料２ 

 

令和２年度第１回神戸市市民福祉調査委員会計画策定・検証会議 議事要旨 

 

１．日 時 令和２年６月 12 日（金）午後４時００分～午後５時３０分 

２．場 所 神戸市行財政局職員研修所 第１研修室 

３．議 題（１）“こうべ”の市民福祉総合計画２０２０の検証評価について 

     （２）次期市民福祉総合計画の策定について 

 

開 会 

 

議  題 （１）“こうべ”の市民福祉総合計画２０２０の検証・評価について 

（事務局より資料２に基づいて説明） 

 

（委員）最後の７ページの総合評価について、このかたちでの評価は今回初めてか？ 

 

（事務局）このかたちの評価は例年と同じ方式である。各所管課において施策等の進捗状

況・効果をA～Dで評価している。 

 

（委員）そうすると、改善されているかどうかの推移はどう見ることになるか。 

 

（事務局）昨年度から大きな変化はない。 

 

（委員）障害者の超短時間雇用の創出について、単純な質問だが、モデル地区が垂水駅前

地区なのはなぜか知りたい。 

 

（事務局）超短時間雇用の取り組みについては、障がい者の法定雇用率に換算される労働

時間数は週20時間だが、障がいの程度によっては20時間以上働くのが難しい人もいる。そ

ういった方のしごとを創るにあたり、週20時間以下の働き方の創設が必要である。一方で

企業や事業主は人手が大変不足している状況もあるので、事業者の仕事の一部を切り出し
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て、週に2～3時間分の仕事のみ、障がい者が活躍できるという仕組みである。 

事業者や企業に対して障がい者雇用を普及していたものを、地域の商店街等に対してや

ってみてはどうかということで、垂水駅前地区にて取り組んでいる。 

 

（委員）この総合評価をどのように見たらいいのか。４つの方向性に関する数値も出てい

るが、方策に向けて何をしたかというとPDCAでいうD（Do）の部分が多く記載されている

と思う。それも行政が主体の施策が中心。これに対して市民にどのような効果、市民生活

にどのような影響があったかという記載がないように思う。総合評価Bということなので、

良い効果があったということだと思うが、あくまでも行政の自己評価であり、市民目線で

の評価はどのよなものか。文章には載っていないと思うが。 

 

（事務局）おっしゃる通りで、これは行政評価の非常に大きな課題と認識している。 

膨大な施策が関連する大きな計画で、従前から委員の皆様にご指摘はいただいていると

ことである。どうしても行政のこういったかたちでの評価だと、数値を追いかけて、達成

度について評価をしているだけであるが、今後どういう風に評価をしていくかは大きなポ

イントとなってくる。 

今までの量的評価ももちろん必要であるが、各施策がどのように市民に影響を与えたの

かという資質的な評価が必要。ただ一方で、質的な評価については、技術的にもかなり難

しく労力が必要であるため、どこまでを実施できるか検証が必要である。 

今後新しい計画を策定していく議論のなかで、改めてこの計画の結果をどのように反映

させていくかについては議論を進めて参りたい。 

 

（委員）市民福祉に関する行動・意識調査の冊子の読み込みはまだ出来ていないが、中身

を見たところ、市民意識というのが相当変わってきていると思う。例えば、このアンケー

ト結果と総合評価を関連づける必要もあるのではないか。 

それと、コロナのことがどこにも記載がないが、必要ではないか。 

 

（委員）昨年度も同じ意見をいただいていると思うが、今回の検証会議は今までの会議体

とは異なったかたちでスタートしていることも含め、この中の議論を一つのかたちとして

市民に届くものにすることが一つの課題であると思うので、これから議論いただく中で、
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次の計画にも盛り込んで、どのように進めていくかを打ち出せればよいと思う。 

 また、市民福祉に関する行動・意識調査を活用していくことは絶対に必要である。 

 

（事務局）コロナに関しては非常に新しい課題である。日本あるいは世界が今までと違う

スピードで状況が変わっていく中で、福祉に関しては、従前から言われる少子高齢化や、

地域の人間関係の希薄化も含めて、非常に大きな事例と考える。 

なかなか予測がしづらいものではあるが、こういった事件・事故・事象が発生するなか

で、市民福祉や地域福祉をどのように維持して、こういった課題に立ち向かうのか、抽象

的なものになってしまうかもしれないが、基盤づくりも含めて、新しい計画や今後の議論

の中で見定めていければと思う。 

 

（委員）福祉の拠点の場である地域福祉センターの記載がない。 

 

（事務局）新しい計画にも引き続き盛り込んでいく。 

 

（委員）数値で出ている成果の部分と、市民福祉・地域の人たちの福祉を考えたときに、

予期せぬ成果を把握できる仕組みがあるのか。 

例えば生活困窮の相談件数が200件変わっていたりするが、この数字の変化によって市

民にどのような影響があったのか、なにか見ることができるものか。その検証は難しいも

のか。 

 

（事務局）総合福祉計画であるため各事業の深掘りまではしていない。 

全施策を網羅的に把握することは難しいかもしれないが、個別の状況については各所管

課、各団体にヒアリング等を実施し、確認しながら議論を進めることは可能かと思う。 

 

（委員）施策を提供する側の視点ではなく、受け側の視点がないのが問題である。どうし

ても市民と距離感がある。受け手側の視点がないと一方的なものになってしまうので、注

意するべきである。受け手側に重きを置いていただきたい。 

 

（委員）受け手側に焦点をあててほしいという話だが、前回もボトムアップしていただき
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たいという意見もお伝えしているところだが、一番声の小さいところに視点をあててほし

い。そして声が一番小さい、もしくは聞こえないのはこどもである。 

2017年8月2日に新しい社会的教育ビジョンが発足された。その中では社会で子育てをし

ようといわれている。大人全員で子育てをするという意識の中の地域福祉が必要である。

高齢者や障がい者も、こどもを育てる楽しみ、こどもをみるだけで笑顔になる、慈しめる

ような地域福祉を目指してほしい。少しでもそれが見える計画であればうれしい。 

高齢者のユニバーサルデザインはよく言われるが、こどものユニバーサルデザイン、つ

まり、どこに行っても大人の目があって、どこにいっても遊べるような地域福祉を目指す

ことが必要である。こどもというのは神戸市の未来であり、こどもに視点をあてることが

神戸らしさにつながると考える。 

そして、最近では障がいとか高齢者というような線引きはなくなっていて、ひとりひと

りの特性に視点を置くように社会が変化してきている。こどもも同じで、色々な特性のあ

るひとりひとりを受け止めてくれるような地域福祉であってほしい。 

わたしが代表をしているほっとかへんネットでも、ふれあいのまちづくり協議会や地域

福祉ネットワーカーも非常によく活動してくれていて、細かいネットワークづくりが進ん

でいる。このような、つながっていく地域福祉が大切である。 

こどもを神戸市の福祉の中心に置いたような計画を目指してほしい。こどもは自分から

発信できないことを見据えてほしい。 

 

（委員）総合計画のため各論には触れられないなか、そういった点が見えにくくなる危険

もあろうかと思う。取りこぼしのないよう注意をしながら議論を進める。 

 

 

 

議  題 （２）次期市民福祉総合計画の策定について 

（事務局より資料３・４に基づいて説明） 

 

（委員）資料４基本方策１結びの部分「また市民だけでなく～多様な機関の参画も必要」

という表現に違和感がある。「市民だけでなく、社会福祉施設や NPO 等」というのも正確

に言い当てていないような気がするし、機関という言い方も少し気になる。 
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基本方策③の結びの部分の「行政サービスだけでなく～様々な主体が連携して」の部分

は行政・市民・事業者の３つのセクターが連携することだと思うが、もう少し広がりのあ

る言葉を使うほうがいい。 

 

（委員）市民福祉に関する行動・意識調査について簡単に報告。 

・評価の何らかの指標として活用できないか考えていく必要がある。 

・分析やどういう視点で市民意見の把握を行うのかということにつながる。 

・アンケートに答えてくれる時点で時間と生活に余裕がある方。ただ、いろいろな方が回

答してくれていることに変わりはない。 

・特徴として高齢者が４割。実際の人口分布よりも高い割合となっている。 

・家事専業の方の割合が一番高い。回答を見る際には注意が必要。 

・ソーシャルインクルージョンの視点を考えると、孤独感をどういう人が感じているかを

押さえる必要がある。男性より女性の方が感じる割合が高く、年齢は 25～34 歳、50 代

にその傾向が高い。 

・経済的余裕がない人、単身世帯、健康がよくない人が孤立感・孤独感を感じている傾向

が高い。このことは大事なことだと思う。 

・孤独感と幸福感の相関がはっきりでている。幸福でない人は孤独を感じている人が多い。

ただ、例外はある。 

・経済状況の悪さがあらゆる不安を引き起こす誘因になっている。経済的困窮は福祉の課

題の一つである。 

・行事に参加するとか活性化に取り組むとか、過ごすことが楽しいといったことに積極的

になっている人は、やはり、経済的に余裕がある方や年齢が高い方、居住年数が高い方、

集まれる場所を持っている人が傾向が高い。今後社会参加を考えるうえで、押さえてお

かないといけないポイント。 

・幸福感の定義は押さえておく必要があるが、健康や収入、頼れる人の有無とのつながり

が幸福感に影響してくることや、幸福感と孤独感の関係を踏まえると、どういうアプロ

ーチをしていくのかのエッセンスとなる。健康や収入、頼れる人の有無はこれから考え

ていくうえで大事なポイントになると思う。 

・集まれる場をどう作っていくかについて、余裕がある人は呼びやすいが、そうでない方

に対して、集まれる場をどのように作っていくのか。そうしたことを通じ、ボランティ
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ア活動につないでいくことも、その先に見えてくるのではないか。 

・マジョリティだけでなく、例外的な人がどういう人なのかを見ていくこともヒントにな

ってくるのではないか。 

・そういったところから計画の評価のヒントになるところが見い出せていけたらと思った。 

 

（委員）補足だが、一つ目の方策では、多様性を説明して「誰も漏らさない」という視点

だが、環境づくりというと、１と３が似通ってしまっている。 

すべてのライフステージに触れるのはいいことである。 

 

（委員）委員からのアンケート報告で、集まる場所の必要性があったが、コロナがあった

ことで、孤独を感じている方がより感じることになったのではないか。集まれる場を再

考する必要があるのではないか。 

 

（委員）更なる分析をされるのか。不安が何によって決まっているのか、どの不安がどれ

に起因するのかといった分析が必要なのではないか。そうすることで、どういうことで

不安が解消されるのかといったことが見えてくるのではないか。 

 

（委員）地域福祉センターが３月の休館から、最近やっと再開し始めたところであるが、

地域の中に行き場所がないことは深刻な問題で、町全体が死んでいるようであった。新し

い計画では新しい生活様式についても触れてほしい。 

地域の中でいかに居場所が大切か、全てにつながってくると思うが、こういったことも

考えてほしい。 

 

（委員）この計画は今後再考を重ねて、いつまでに完成させる予定か。 

 

（事務局）今年度中の策定を目指している。 

 

（委員）コミュニティ調査で地域の捉え方の変化に驚いた。コミュニティの範囲について、

区全体と答えた方が約 32％いた。一方で町内会・自治会といった身近なところと回答し

たのが約 24％であり、身近なところより、区全体を生活領域と考えていることにとても
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驚いた。交通手段や通信手段の発達によって変わってきたと思うが、コミュニティの在り

方そのものも変えていかないといけないのではと感じた。 

経済的な不安がすべての根源になっていくという点について、年金や収入の問題が上位

にあること。シニアの中間就労というのか、年金をもらっているシニアが副収入としてあ

る程度のものを得ていくという仕組みを作っていかないと、これからは厳しいのではない

か。収入面をどのように福祉の中で位置づけていくのかも考えていかないといけない。 

地域福祉センターについての意見があったが、区全体をコミュニティと考えている人に

対して、それだけで十分であろうか。もう少し広域的なプラットホームの場を作っていく

必要があるのではないか。 

私は民間の居場所づくりを支援している立場であるが、コロナで多くが休館をし、徐々

に再開を始めているところである。感染予防をし、コロナと付き合いながら開催する方法

について勉強をし始めたところである。居場所を大事にしていかなければならないが、神

戸市はスピード感がない。早く再開しないといけないなかで、３か月４か月と休止してい

ると、私の周りの団体も休止ではなく閉鎖せざるを得ないという判断をしたところもある。

一旦休止をすると再稼働はとても大変である。できるだけ早く、少しずつでも再開をしな

がら、場が失われないように対策をして欲しい。 

そのためのつながりづくりについて、今までのようなリアルでの対面ではなく、オンラ

インなど新たな方法を使いながらつながりを保ち続けてきた。高齢者にもネットが欠かせ

なくなってきた。しかし、地域福祉センターが主導的に発信地になれるのかというとそん

な環境ではない。そういう点からも、コロナを経験した今後の社会のありようからは、こ

の計画はずれているのではないか。これからのありようを考えると、大きな経験をした今

の社会に沿うものにしないといけない。 

 

（委員）これからの社会の変容は皆感じているところであり、どう表現していくか。総合

計画としては細かなところにまで踏み込むというよりは考え方が大事なので、各論はそれ

ぞれのところに落とし込んでいくようなつなぎをちゃんと発信できるようにまとめていく

必要がある。 

 

（委員）介護事業・保育事業含めて経営者の立場での発言となるが、経営をしていくうえ

でも、「ことばの重要性」というのはある。どういうことばで作っていくのかという点で
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は、もう少し作り直していく必要性も感じるが、「わかりやすいことば」で伝えないとい

けない。しかし、「わかりやすいことば」はありきたりになる。市民や福祉のことを考え

れば考える程、最大公約数的なものになり、30 年前と変わらないということになる。 

一方で 30 年前も今も大事なことは変わらない。 

ローカルガバナンスやデザインといった横文字が出てきているが、そういった言葉をち

りばめながら、いかに作っていくのか。そして、作ったものを市民に伝えていくことを考

えると、結局はサービスを受けたり、間近で見たりといった体験がないと伝わりにくい。 

言葉を整理して計画を作っていく。そして、実際に市民が福祉サービスを受ける実感が

ないといけない。 

私は実務家なので実益がないといけないが、妻（大学教授）は報告書といったものを重

要視する。どちらも両輪として必要なものと思う。 

コロナがあったが、当然それによって地域が変わってくることは必要であるとは思う。

インターネットが普及して随分経つが、それが普及したことで、例えばモノが買えるよう

になり、地域のお店や商店街がなくなっていった。それにより、インターネットができな

いから、地域の商店街に買い物に行っていた人はその機会を失った。しかし、その変化を

危機的と思う人はあまりいなかった。それは多くの方がインターネットを使えたからだと

思う。それらを主導している人がその実益を得ているから、そういう人は放置されてきた。

気が付けば、高齢者が、情報を取得する格差（デジタルディバイド）の影響を受けて、情

報が得られない、モノがインターネットで買えないといった状況になっている。 

そういう意味で言うと、常に時代は変わっており、特にこういった感染症がでることで

皆の危機感が高まっているが、私の感覚からいうと、コロナもとても大事ではあるが、も

うちょっと様子を見るべきである。当然なくなることはないし、今後どういったワクチン

が出てくるか分からないなかで、神戸市として、こうなっているからすぐにこう変えてい

かないといけないのではないかというより、もっと様子をみることが、行政としてのある

べき姿ではないか。 

同時に人間の幸福感も変わっており、認知症でない方が認知症の方を見て幸せそうと言

っている。その方の言葉を借りれば、あと何年生きられるのかといった不安感等を認知症

の方は考えておらず、いつもニコニコ楽しそうにしている。私も認知症になりたいといっ

たことを言ってしまうくらいに、人の幸福感は変わってきているなかで、今まで使ってき

た言葉がいいのかどうかを踏まえてきちんと見ていくべきではないか。 



 －9－

今回のコロナも、普段は国に管理されたくないと言っている人が、その管理によって恩

恵を受けた。 

神戸市の一員であるというアイデンティティを感じさせるアプローチがあれば面白い。 

市が福祉というくくりでマネジメントしていけるような仕組みになっていくと、あらゆ

る人へのアプローチがしていきやすくなるのではないか。 

 

（委員）市民が主役で主体的に動けるのは、行政に対する信頼感があるからだと思う。そ

の信頼感を市民が持てれば、動いていけると思う。 

 

 

 

〔会議終了後に出された意見〕 

 

（委員） 

当日も申し上げたが、「市民福祉に関する行動・意識調査報告書」にあるデータの

分析を行うことが重要である。様々な不安を聞いているが、その不安がどのような要

因と関係があるのか、簡単でよいのでデータによる分析をすることが、効果的な施策

の抽出につながる。たとえば、居場所が大事だというが、本当にそうなのかは分析し

なければ分からない。どのような居場所が効果的なのかも不明である。分析して居場

所が大事だと分かれば、施策を堂々と推進できる。エピソードで政策を語る Episode 

based policy making ではなく、エビデンスで政策を創る Evidence based policy 

making で議論することが大切である。KKO（カンと経験と思いつき）から脱却しなけれ

ばならない。 


